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図 0-2 「単品モノ」の町工場と自動車産業の関係 

















ェクトであった（e.g. Burawoy 1979: 232; Wright 1994: 8; Baba 2009: 37; 伊藤 2012）。































































Hutchins 1995; Orr 1996; サッチマン 1999(1987) ; 藤光・伊藤 2007）。さらには、それ
らの研究を応用して学習の社会的側面を分析する研究もみられた（レイヴ＆ウェンガ－ 













明らかにするための分析手法として援用された（e.g. 上野 1999; 上野編 2001; 加藤・有本































































1980 年代になると、社会学の研究は、1970 年代後半に確立した「かんばん方式」4や QC
サークル5の職場への定着に焦点を当てるようになった（e.g. 小山編 1985; 都丸・窪田・遠










































題（e.g. 都築 1996; 新海・加藤・松本編 2002; 梶田・丹野・樋口 2005; 鶴本・西山・松


















































捉えた点に特徴があった（渡辺 1997: 326）。 
1980 年代になると、東京都大田区や東大阪を対象に活発に研究されるようになり（e.g. 
関・加藤編 1989; 鵜飼 1994; 渡辺 1997; 武知 1998; 植田 2000; 湖中・前田編 2003）8、
とくに全国的にも突出して機械工業に関わる中小工場が密集している大田区が、恰好の対
象地域となった（e.g. 関・加藤編 1989; 渡辺 1997; 小田 2005）。 









                                                   
8 愛知の中小工場を対象とした研究は、愛知経済研究所の実態調査と、2000 年以降の渋井・




































































































































続く第四章と第五章は、第三章で取り上げた T 社で仕事をする H 氏と H 氏の父親に焦点
を当てて、どのように「単品モノ」を製作しているのかについて、民族誌的記述をとおして
明らかにする。 


































T 社の調査方法は、参与観察とインタビューを用いた。参与観察は、H 氏や H 氏の父親
の作業が内容の中心となった。またインタビューは、IC レコーダーを用いて工場の歴史、
注文主や同業者、機械や道具、参与観察した作業内容の確認など、製作に関わる内容を中心















行し訪問することで調査した。訪問可能であった取引先の工場は、4 社（N 特殊鋼、NI 工



























の量産に着手したのかを明らかにする。第 2 節は、1945 年から 1965 年頃までの時期に活
発に実施されたトヨタと 1 次サプライヤーによる専用工作機械（以下設備と表記）の導入
を紹介する。第 3 節は、1965 年から 1980 年頃の時期に確立した生産手法である「かんば
ん方式」と「TQC」を説明し、2 つの手法がどのように 1 次サプライヤーに展開したのかを



















資輸送の主流ということもあり、ほとんど市場に流通しなかった（NHK 取材班編 1995: 64）。 
そのような状況は、1923 年に起こった関東大震災をきっかけに変化した。震災の復興の
ために、復興庁が購入したフォードの自動車が乗客や緊急物資の輸送に大きな役割を果た
し（NHK 取材班編 1995: 41-42; 呂 2011: 61）、大衆がその光景を目のあたりにし、少し
ずつ大衆向けの自動車が市場に流通するようになった。そして、1925 年にフォードが横浜
で、1926 年にゼネラルモーターズ（以下 GM）が大阪に、それぞれ組立工場を建設したこ
とで、国内の自動車の販売数が増加した（NHK 取材班編 1995: 46）。さらに、フォードと
GM の自動車は、大衆だけでなく陸軍にも重宝されるようになり、1931 年の柳条湖事件か
らはじまる満州への戦線地域の拡大に伴い、陸軍に多数購入されるようになった（自動車工









車の量産を目指す会社の 1 つに豊田自動織機（1937 年に自動部が分離しトヨタを設立する）
                                                   
10 当時の軍用自動車は、陸軍からの潤沢な資金と世界中から最高級の部品が集められ 1 台
ずつ手作りで製作されていた（NHK 取材班編 1995: 64）。 
表 1-1 1930年～1937年の時期に自動車事業へ進出した民間会社（自動車工業振興





に入っていた（トヨタ自動車工業株式会社社史編集委員会編 2009a: 30）。しかし、1935 年
に完成させた試作車は、エンジンの構成部品を社内で製作した程度で、ギヤやシャシー部品
などは、GM 製シボレーの純正部品をそのまま使用していた（ibid., 37）。そのため、自動






















より、一挙に施行まで進んだ（NHK 取材班編 1995: 198-200）。そして、豊田自動織機と
日産自動車、東京自動車工業の 3 社のみが国内で自動車を生産することが許可され、フォ
ードと GM を国内の自動車市場から締め出した。このことからトヨタによる自動車の量産
は、1937 年に施行した「自動車製造事業法」の成立によってフォードと GM が国内から排





































豊田自動織機は、1937 年 5 月に「自動車製造事業法」が公布されると、自動車の量産を
                                                   
12 「自動車製造事業法」の施行は、当時の岸伸介をはじめとする革新官僚により、外国車の
排除に消極的であった商工省を動かしたことも成立背景の 1 つに挙げることができる（吉







開始し、1937 年 8 月に豊田自動織機から分離独立してトヨタ自動車株式会社を設立した
















取材班編 1995: 95）。当時の国内の部品工場は、フォードと GM の工場が立地する京阪と
大阪を中心に勃興していた。日本に進出した当初、フォードと GM は、一部の自動車部品
を日本の部品工場に外注するようになっていた（国立国会図書館調査立法考査局編 1978: 


























田 2004: 218, 247）。そのため、トヨタの下請けとなる部品工場は軍工廠に取られ集まら

















1 点の部品を正確にプレスすることができずに四苦八苦した（ibid., 45）。 
また、1942 年にトヨタと取引を開始しホイールを生産する中央精機は、もともと生糸を
扱う業者であったが、創業者である石原勝一が、戦時期に「これからは鉄と機械の時代にな
                                                   
16 トヨタの自動車は、当初、ユーザーより悪評が立っており（豊田文書 1999: 349）、その
なかには「トヨタ車は部品が悪い」というものもあった（トヨタ自動車工業株式会社社史編





委員会編 1967: 25）。 
22 
 

































                                                   
19 例えば、小島プレスの社史には、小島副社長のところへ三菱のプレス部品をやらないか
という声がかかるも断りトヨタ一途に取引したことが記述されている。真偽はともあれト






























































木邦夫）（トヨタ自動車工業株式会社編 1978: 93-94）。 
表 1-2  1950年代におけるトヨタの熟練作業から設備への置き換え（トヨタ自動車工業
株式会社社史編集委員会編 1967; トヨタ自動車工業株式会社編 1978;トヨタ自動車株
式会社編 1987; トヨタ自動車工業株式会社社史編集委員会編 2009b; トヨタ自動車編 







置き換わった。そして、1956 年に、終戦直前に入荷された 2000 トン鍛造プレスが稼働し、
1957 年に、アメリカから輸入した 2000 トン鍛造プレスも加わり、1970 年には、鍛造プレ























































































う機械操作工へと変えた。そして、1953 年頃には、1 人の作業者が 10 台以上の機械をもつ





















になった。そして、トランスファーマシンの製作は、生産技術課が内部に組み込む 1 つ 1 つ
の部品に対して変更と改善を繰り返し、製作後に生じた問題に対しても地道に改善を繰り


































式会社編 1973: 21）。その後、愛三工業はトヨタと取引を強めていき、1 次サプライヤー
としてトヨタの一翼を担うことになった。ここで重要な点は、愛三工業の発展が、トヨタか
らの支援に大きく依拠していたことであった。以下は、1969 年に愛三工業の社長であった






































手した（小島プレス工業株式会社社史編集プロジェクト編 1988: 30, 97-98）。1959 年に、
小島プレスの社長は、トヨタの役員とヨーロッパの自動車産業を視察し、精度の高い金型か
ら品質の高い製品が生産されるようすを目にして、役員と相談し、金型に関するノウハウを















                                                   
23 そのほかのトヨタによる設備の移管として、豊田自動織機や大豊工業の事例が社史に記
載されている。その内容は、トヨタが 1953 年に豊田自動織機へ S 型エンジンの設備を移設
したこと（豊田自動織機 栗村伊造）（トヨタ自動車工業株式会社編 1978: 198-199）、また、
トヨタが 1946 年に大豊工業に青銅ブシュの加工を依頼し、同時に加工する設備一式を提供


























株式会社社史編集委員会編 1967: 421）。また、1958 年から 1960 年にかけて、（１）APA






的に「かんばん方式」と「TQC」（Total Quality Control の略）と呼ばれる手法を採用し
た（ibid., 93）。以下に「かんばん方式」と「TQC」の概要を説明し、さらに、どのように





































































品番号、三好 98 という部品受付窓口、左上に納入時間 8:30、14:00、21:00、2:30 という 1












                                                   
25 トヨタは「かんばん方式」を社外に普及させる目的で「トヨタ生産方式」と名付けた。本
論では、「かんばん方式」という名称で統一する。 
写真 1-3 内製かんばん（斉藤 1978：90） 
写真 1-4 外注かんばん（斉藤 1978: 89） 
34 
 
集委員会編 1967: 506, 509; 宇田川 1995: 93; 植田 1998: 113）、自動車を生産する過程
（設計・設備・購買・生産など）に関わる従業員 1 人 1 人が品質をよくするために問題を洗
い出して解決する意識を植え付ける手法であった（野中 1995: 11-12）26。 
トヨタは、1961 年に「QC 推進本部」を設置し（トヨタ自動車工業株式会社社史編集委
員会編 1967: 509）、全社的に「TQC」運動を推進し27、1969 年に「TQC」の最も優れた
企業に与えられるデミング賞を受賞した。具体的には、同じ職場内で小グループをつくり自
























創設された（野中 1995: 7-10）。そして、1960 年代になると、多くの企業が統計的品質管
理を導入した。その後、各企業は、統計的品質管理から、より品質の一層の向上を目的に各
従業員が自律的に品質管理に努める「TQC」を導入するようになった（宇田川 1995: 206）。 




れた。そして、第 2 段階（1963 年～1964 年）として、部門間の連携不足を是正するため
に、各部門の業務が機能別に見直された。第 3 段階として、さらに管理体制を徹底させるた



























協豊会に所属する 1 次サプライヤーを対象とした研究会である。自主研は、トヨタと各 1 次
サプライヤーによる研究会で、1976 年に発足し、第 1 回の研究会は日本電装（現デンソー）
の安城工場で開催された。自主研は、会社外の活動であり、文字どおり自主的な性格をもつ。






川 100 年史」編纂事務局編 2016: 55）。そして、その後も、実習形式によるトヨタの指導を










最終的にトヨタ生産調査室の講評を受けるところにあった（佐武 1998: 176）。 
 具体的に小島プレスの社史（小島プレス工業株式会社社史編集プロジェクト編 1988: 
221-228）から自主研のようすを確認していきたい。小島プレスは、1964 年に、トヨタの指
導のもと、「かんばん方式」を採用し、1973 年に「かんばん方式」を全社的に実施した。そ
して、1977 年に自主研に参加し、その年の 9 月に小島プレスの高岡工場を会場とした自主
研が開催された。小島プレスで開催した自主研は、トヨタと 1 次サプライヤーからの関係
者約 60 人が参加した。参加メンバーは、小島プレスに対して自社工場の生産工程について












 そして、2 ヶ月後の 1977 年 11 月に、プロジェクトチームの活動成果報告会が開催され
た。結果、工数低減、スペース低減、パレット（在庫を置く板のこと）の余剰の改善など、





タと 1 次サプライヤーが一体となり問題を洗い出している実態を確認することができる。 





















































トヨタの現地生産は、トヨタと GM の合弁会社 NUMMI から始まった。NUMMI は、ト








そして、1984 年にカリフォルニアのフリーモントにある GM の閉鎖工場でカローラをベー




で研修させ、「親工場」から技術を移転することを目的とした制度である（山口 2006; 徐 
2012）30。NUMMI の場合、アメリカのフリーモント工場でカローラをベースとした車を生
産するため、国内でカローラを生産している高岡工場を「親工場」に指定することになった
                                                   
29 1980 年に日本の自動車生産は、輸出の増加に伴い 1000 万台を突破し、アメリカを抜い
て世界一になった。そして、トヨタも乗用車の生産台数が 100 万台を超え、その輸出比率


















































自動車メーカーのプレス設備が、金型の交換に 1 時間から 2 時間ほど必要とするのに対し
                                                   
31 楠の経歴は、藤本・松尾（2001）に紹介されている。以下に簡単に述べておく。楠は、
1946 年に新卒でトヨタに入社し、20 年間、生産技術畑を歩み、48 歳（1972 年）になった
ときに役員になった。1970 年にマスキー法（排ガス規制）ができ、新たな部品を製作する
必要があり、そのために「特殊部品製造企画室」の室長となった。そして、1976 年に、堤

















認する。NUMMI に採用された従業員は、GM から任期 2 年の期限付きで採用された者、
一般から採用したアメリカ人幹部、トヨタから任期 3 年で赴任する技術者、そして全体の
ほぼ 9 割を占める現地で採用された一般従業員であった（楠 2004: 109）。そのため、トヨ
タは、工場を稼働する前に、「親工場」である高岡工場で研修を実施した。 
まず、1984 年に GM から NUMMI に出向するマネージャー3 人の研修を 2 週間実施し、






















































にフル生産に入った。その後、NUMMI 以外にも、1986 年 1 月に、アメリカにトヨタ・モ
                                                   


















 本章は、「トヨタ生産システム」がどのように形成されたのか、トヨタと 1 次サプライヤ
ーの社史や技術者の口述資料をもとに戦時期から現在にいたるまでの歴史を確認した。 
はじめに、トヨタの量産が戦時期の特殊な時期によって、はじめて可能になったことを示

















り過ぎによる中間在庫（ムダ）が増加した。そのため、トヨタは、1965 年から 1980 年に
かけて、「かんばん」の指示どおりの量とタイミングに従って各サプライヤーが生産する手
法を導入し、そのような手法を定着させるために、従業員 1 人 1 人が改善活動に取り組む
TQC を導入し、絶え間ない努力を続けた。そして、トヨタは、サプライヤーを同期させる
ために「かんばん」と「TQC」の手法を協豊会や自主研のような半企業的な中間組織を媒介














































具体的に 4 つの町工場の事例から明らかにする。4 つの町工場は、トヨタを中心にみると 2












万人であり、全就業人口 6530 万人の 8.3％にもなる。その内訳は、製造部門 86 万 2 千人、
利用部門 269 万 4000 千人、関連部門 34 万 9 千人、資材部門 45 万 6 千人、販売・整備部
門 103 万 1 千人である（一般社団法人 日本自動車工業会ホームページより）（表 2-1）。そ
のなかで、本章以降の事例で取り上げる「単品モノ」の町工場は、広義には機械金属工業に
属する工場であり、表 2-1 の「自動車部分品・付属製造業」「金属製品製造業」「生産用機械
器具製造業」の 3 つの範囲に属する。 
また、自動車生産における階層構造から「単品モノ」の町工場を確認すると（序章で紹介


















































つ 2 つの特徴があった。  













































                                                   
41 昭和に入ってからは、木曽川に水力発電所が設置されたため、木材の運搬が不可能にな
り、鉄道運送に切り替わった（愛知県実業教育振興会編 1981(1941): 158）。 
42 木材の製造技術は、機械によって木材を加工する方法である。その発展の背景には、組
に所属する木挽職人の度重なる賃上げのストライキがあった。そのようなストライキに対
抗するために、機械化が進んだ（鶴田 1982: 119-120）。 




興会編 1981(1941): 212； 新修名古屋市史編集委員会編 2000a: 241）。 




せる要因となった（鶴田 1982: 121-129; 塩澤・斎藤・近藤 1993:88-89; 新修名古屋市史編
集委員会編 2000a: 436-437）。具体的には、1896 年に、名古屋の地元資本によって、熱田
に日本車輛製造株式会社、鉄道車輛製作所が設立し、1904 年に東京砲兵工廠管轄下の熱田
兵器製造所、1917 年に砲弾や薬莢を製造する名古屋兵器製造所（1923 年に名古屋工廠高蔵
兵器製造所となる）、1918 年に、千種に千種機器製作所が設立した（日本地誌研究所編 1969: 
168-169; 新修名古屋市史編集委員会編 2000a: 486-487, 491）。とくに熱田兵器製作所は、
鉄の船、弾丸、信管、弾薬を製造、さらに橋を架けるときの架橋材料などを製造し（日本地
誌研究所編 1969: 168; 有田 2001: 52）、日露戦争による軍需を背景に生産量が増加した。
そして、工廠の周辺に「西洋カジヤ」といわれる弾丸や信管の製作に関わる鉄工所が多数開
業した（日本地誌研究所編 1969: 168）。さらに、そこで育った機械職人達が独立開業し、
































の 2 つの理由で名古屋の工場の市外への移転が活発になった（ibid., 302, 316-317）。さら
                                                   
44 名古屋の分厚い家内工業は、電力の普及や一家を構えようとする自立志向が強いという
特徴を背景に、家内工業から軽工業を中心とした雑多な手工業的な小規模工場へと展開し







46 1948 年には、名古屋市内の三区（中川・昭和・東区）の工場は、「下請」が 18.8％、「自
営兼下請」が 19.5％、「自営」が 61.5％と、下請工場の比率は高くはなかったが、金属・機
械と紡織工業の「下請」の比率は、およそ 40～60%であった（新修名古屋市史編集委員会















































                                                   
47 例えば、当時、トヨタの 1 次サプライヤーにより組織された東海協豊会に所属する企業
117 社の本社は、名古屋 25 社、豊田 12 社、刈谷 8 社、そのほか県内 16 社、県外 56 社で
あり、さらに、協豊会 5 社の協力会も名古屋の企業が多く、電装協力会が 49 社中 11 社、
中部アイシン協力会が 98 社中 32 社、トヨタ車体協和会が 75 社中 32 社、フタバ協力会が
120 社中 57 社、東海理化協力工場が 31 社中 17 社となっていた（新修名古屋市史編集委員












が形成されることがなく閑寂な地域であった（小湊 2000: 4）。 
このような西三河地区は、1960 年代に入ると、トヨタが拡大するにつれて、しだいに工
業地域としての顔をみせるようになった50。この時期にトヨタの 1 次サプライヤーの規模が





                                                   
48 刈谷には、1937 年にトヨタの組み立て工場（現トヨタ車体）、1940 年に豊田自動織機の
製鋼部から豊田製鋼（現愛知製鋼）、1941 年にトヨタの工作機械部門から豊田工機（現ジェ















































あり（ibid., 74, 81-83）、また 1 回の発注量が少ない小ロット、短納期での対応といった小
回りの利くことを強みとする工場であった（ibid., 98-99）。 






動をした（刈谷市史編さん編集委員会編 1998: 306）。また、安城は、1960 年に安城の工場
誘致条例が公布・施行し 1961 年には、13 工場の誘致が決定した（安城市史編集委員会編 
2008: 302-303）。これらの工場は、国道 1 号線や旧国道など主要道路沿いに立地している特
徴があり（ibid., 305）、1960 年代後半になると、1967 年にデンソー安城工場、アイシン・
エイ・ダブリュなどが進出した（ibid., 309）。 







にトヨタ関連の工場に関わる 3 次・4 次層の工場が増加したことを挙げることできる。つま
り、トヨタを中心に、1 次サプライヤーがトヨタと同様の方法で、増加する 2 次サプライヤ
ーを組織し、階層構造を形成し（和田 1991: 21-23）、そのさらに下層に十分に組織されな




2-1-3  1990 年以降の愛知の機械金属工業 
愛知の機械金属工業は、軍工廠や自動車を生産する大工場の誘致に伴い、その工場の
まわりに小規模工場が勃興し下請けとして動員されることで発展した。戦後においては、
















                                                   
53 1990 年代には、新聞に系列取引の陰りに関する記事が散見されるようになった。例えば、
トヨタが、九州に工場を建設したときに、系列を超えて九州に拠点をもつサプライヤーとの
取引が活発になったこと（中日新聞 1993 年 05 月 11 日）、また、日産自動車がトヨタの 1
次サプライヤーであるアイシン精機から主要部品の変速機を購入し、系列取引が、徐々に崩
れていること（朝日新聞 1998 年 11 月 01 日）、さらに、トヨタ自動車のおひざ元である豊
田でトヨタのサプライヤーの幹部ら約 100 人を前に、日産自動車幹部が「日産の技術を買
っていただければ、開発費用と時間を節約できます」と売り込む商談会があったこと（朝日
新聞 2012 年 06 月 24 日）などの記事である。 
56 
 
ていた54。具体的には、1 次サプライヤーが形成されはじめた 1955 年頃から、毎年、コス
トダウンを要請するようになり、1960 年には、貿易自由化に備えるため、「3 年に 3 割」を
合言葉にコストダウンの要請を強めた（愛知県経済研究所編 1962: 29）。そして、1970 年
代に入ると、コストダウンの手法が中核を担う上層の工場だけでなく、機械工業全体に共有
され（佐藤 1980: 110）、増加する 3 次・4 次層の工場にも波及するようになった。そのよ
うな 3 次・4 次層へのコストダウンの要請は、上層の工場と比べると、より大きなものとな
り波及する傾向にあった。 
例えば、愛知県経済研究所が 1980 年代はじめに実施した調査によると、トヨタの 1 次サ
プライヤーへのコストダウンは、1 年間で平均 2～3％だが、2 次サプライヤーでは 5％、3
次サプライヤーでは 10％のコストダウンの要請があった（愛知県経済研究所編 1982b: 64）。
さらに、下層の工場には、直接的なコストダウンだけでなく、「あいみつ」による工場の変
更や、部品生産を親工場に引き上げる「切り捨て」も実施された。また、清による 1970 年
代後半のトヨタの 2 次・3 次層への聞き取り調査から、上層の工場からの仕事の引き上げ、
発注のストップ、再発注の際のコストダウンの要請があったことも確認できる（表 2-2）。 
以上のように、愛知の機械金属工業は、小規模工場が名古屋の軍需工場やトヨタの下請に
                                                   
54 トヨタは、年に 2 回、取引先に対してコストダウンを要請しトヨタ側の言い値で決まる
ことが多かった（伊藤 2007: 34-35） 

















2-1-1 ナットの厚みに関する知識――KU 製作所 KU 社長 
はじめに、特定の自動車部品工場と長期的に取引関係を築いた KU 製作所 KU 社長（50
代後半 男性）の事例を紹介する。KU 製作所は、自動車の量産部品であるナットの切削加
工を担う工場である。 
KU 製作所は、1973 年に KU 社長の父親が名古屋に開業した工場である。もともと父親





















は、そのナットの加工を担う 3 次サプライヤーである。また、2 次サプライヤーB は、200
名ほどの会社でエンジン関連部品を生産しており、同様に、KU 製作所は加工を担う 3 次サ
プライヤーになる55。 
現在の KU 製作所は、2 次サプライヤーB からの仕事が減少したこともあり、8 割～9 割
が 2 次サプライヤーA からのナットの加工の仕事である。以下において、ナットの仕事を
紹介し、KU 製作所がどのように 2 次サプライヤーA と取引を継続させているのかを確認し
ていきたい。 
KU 製作所は、1998 年に 2 次サプライヤーA と取引を開始した。2 次サプライヤーA は、
その当時、ナットの生産を別の工場に依頼していたが、価格が合わないほかに、NG が多発
し困り果てており、別の外注工場を探していたところであった。そのときに、2 次サプライ
ヤーB が 2 次サプライヤーA に KU 製作所を外注先として紹介した。そして、KU 製作所
は、2 次サプライヤーA の要請どおりの価格と品質でナットを生産することができ、注文が
継続して入るようになった。その後、受注するナットの種類も少しずつ増えていき、現在に





に戻し検査・梱包して、完成品を 2 次サプライヤーA に納入する流れとなっている（図 2-
6）。そのなかで、KU 製作所でのナットの加工は、1 台目の NC 旋盤で端面と溝を削りネ
ジを切り、2 工程目で外周を削る内容となっている。 
                                                   
55 KU 製作所は、2 次サプライヤーB と 1990 年に取引を開始した。取引の発端は、2 次サ




で生きて、2 次サプライヤーB から声がかかったと推測される。 





















































いうのもあるもんで強くいえちゃう」（KU 社長 2017 年 7 月 2 日）と言うように、独自の
経験に根差した知識によって、必ずしも一方的ではない関係を形成していることがわかる。
このような KU 社長の経験は、注文主と長期にわたる関係を築く 1 つの要因になったとい
える。 
 
2-2-2 「きっちりしたもの」をつくる――K 精工 K 社長 
次に、トヨタの 1 次サプライヤーと長期的に取引していたが、取引を解消し、新たに別の
注文主と関係を築いた K 精工 K 社長（60 代後半 男性）の事例をみる。 
K 精工は、開業以来、半世紀近くトヨタの 1 次サプライヤーである N 社（以下 N 社）56
と取引をしていたが、2001 年に取引を解消し、別の工場や業界と取引を開始した（図 2-7, 
2-8）。以下にその経緯をたどることで、注文主との関係を考えていきたい。 
K 精工は、K 社長とその息子、従業員の 3 人で仕事をする工場である。工場は大府の工
場団地の一画にあり、NC 旋盤、マシニング、ワイヤーカットを使用し試作部品や設備部品
である「単品モノ」の切削の仕事をしている。 




約半数に希望退職を要請するに至った。そのときに、K 社長の父親は N 社を退職し、その
後、世話になった人間から薦められ、N 社から 1 台の旋盤を借りて、1952 年に自分の工場
                                                   







を開業した。それから N 社との取引を開始し 2001 年まで取引を継続した。 
当時の K 精工の仕事は、N 社の工場の設備の修理や保全に必要とされる設備部品の加工
であった。N 社は、工場内の設備を、設備メーカーから購入するわけではなく、自前で開
発・設計し製作して使用しており、そのような仕事の一部を K 精工に依頼していた。 










年 8 月 24 日）。 
 
 K 社長は、大学卒業後に、一般企業に勤めたいという気持ちが強かったが、N 社の上役
から、「おまえ、今（K 精工が）そんな状態じゃないから、すぐ戻れ」と言われ、K 精工で
働くことになった。K 精工は、当時、従業員 5 人が新しく工場を開業するために退職する
という事態に直面していた。当時、従業員は、8 人であったため、5 人の従業員が退職する
と父親を含めて 3 人になってしまう。K 社長は、上役がそのようなお家事情を察しており、
工場を存続させるために、できるだけ早く、学生であった自分を工場に呼び戻したかったの
だろうと振り返る。上役と K 社長との個人的なつながりは、工場で仕事をする前からあり、
図 2-7 2001年以前 
の注文主 








業員の悪口をいうな」と戒められたこと、K 社長が工場に入ってから 5 年間、毎年、工場に
顔を出して、「ここが汚いんじゃないか」、「ちゃんと、整理しろよ」と工場をきれいにす
るよう口酸っぱく言われたことなどである。また、K 社長は、1982 年にまわりの工場に先












高いか、技術がいいか悪いか（K 社長 2017 年 8 月 24 日）。 
 






ては K 社長の裁量に任されていた。 
しかし、K 精工と N 社との関係は、1990 年代後半より悪化した。そして、2001 年に K



































だいたいわかっていた」と言うように N 社の工場のほとんどの設備に関わっており、N 社
からもその仕事ぶりに対して評価を受けていた。しかし、そのような K 社長の仕事は、「あ
いみつ」を重視する新しい担当者によって否定されることになった。 
K 社長は、自分の仕事のやり方を否定されたことを理由に、2001 年に N 社との取引を解
消することを決断した。このことで、売り上げが 9 割減少した57。その後、1 年ほどは、苦
                                                   
57 ただし、完全に N 社からの仕事がなくなったわけではなく、N 社の別の部署向けの仕事
が少なからずあった。その仕事は、上役と同様に N 社で長く付き合いのある人間が K 精工










のために一生懸命やったわな（K 社長 2017 年 8 月 24 日）。 
 






トダウンの要請がない自動車業界と電子機器業界に属する 4 社（TO 社、SE 社、AI 社、DE
社）と取引している。 
 
2-2-3 電機業界への参入―― M 社 M 部長 
続いて M 社 M 部長（50 代後半 男性）の事例では、トヨタの 1 次サプライヤーもしくは
2 次サプライヤーとの取引関係を解消し、生産に関わる工場を組織することで、幅広く注文
を受ける体制へと方針を変更した経緯を紹介する。 








































繊維機械などの業界から仕事をもらっている。 以下に、どのように M 社が、特定の自動車
部品工場に限定した取引から別の業界の工場へ取引を広げていったのかを紹介していく。 
M 社は、1991 年に、M 部長が入社したことで、トヨタ関連の自動車部品工場と継続して
取引する方針を見直す方向へ舵をきった。それは、M 部長が、自動車部品工場向けの売上



















減少したという。   
2 つ目は、自動車部品工場による外注工場の変更である。自動車部品工場は、利益率を少
しでも確保するために、安価な外注工場を常に探している。実際に M 社は、M 部長が入社














リスクであった。 M 部長は、M 社に入社してすぐに、このようなリスクを考えて、自動車
業界の売上の比率を下げて、別の業界の売上の比率を上げる方針をとった。そして、M 社
は、M 部長が入社した 1 年後に新しく電機業界との取引を開始し、その過程で、M 部長が
重要な役割を担うことになった。 
もともと、M 部長は、大学卒業後に M 社ではなく、愛知にある熱処理を専門とする会社
















り、PA 社に脱脂の需要があることを知っていた。そのため、M 社の脱脂槽をもって PA 社
の脱脂の仕事を受けることができると考えた。その際に、M 部長の PA 社とのつながりが
生きることになった。 
 




くれって（M 部長 2017 年 8 月 29 日）。 
 




うに、PA 社と良好な取引関係を築いていた。また、前の会社に勤めていたときに PA 社か
ら脱脂の仕事の注文をもらっていたこともあり、脱脂槽がいかに市場のなかで価値のある
ものかを認識していた。M 社は、M 部長が PA 社と良好な関係をもっていたこと、脱脂の
需要を知っていたことで、PA 社と取引を開始することができたといえる。そして、その後、
PA 社から、ブレーカーの内部部品の仕事も受けることになり、取引関係を強めていくこと
になった。   





ン ）と IN 社、R 社、TE 社、TA 技研向けのガス機器の部品であり、電機業界や住宅設備
関連の業界からの仕事である。 
とくに、そのなかでも、IN 社向けのプレス部品の事例をみていく。プレス部品は、材料
をプレスして、その後、熱処理して完成する。もともと、 2012 年まで、IN 社から自動車
部品メーカーである TAI 工業に発注されていた。そして、TAI 工業はプレス部品を自社工
場で生産するというわけでなく、プレス工場に依頼し、その後、M 社に熱処理を依頼し、完







図 2-10 2012 年のプレス部品の
注文主 
 















2-2-4  浮動的町工場――T 社 H 氏の父親 
最後に、長期的に特定の自動車部品工場と取引した経験がなく、短期的に近くにあるまわ
りの町工場とその都度的な取引を結び経営する T 社 H 氏の父親（60 代後半 男性）を紹介
する。 
T 社は、刈谷の駅前に集積している大手の自動車部品工場の裏手にある小さな町工場であ
る。1971 年に H 氏の父親が 23 歳のときに、勤めていた工場を辞めて、刈谷で叔父の納屋
を借りて開業した。そして、現在の場所に職場を移し、1990 年に工場を法人化した。現在、
T 社では、社長である H 氏（以下 H 氏と記載する） と H 氏の妻 K 氏（以下 K 氏と記載す
る）、H 氏の父親が仕事をしている。その仕事は、NC 工作機械や汎用工作機械を使用し、




















も 1 年ほど勤めて辞めることになった。H 氏の父親は、会社勤めを、2 年を経たずして辞め
た理由について次のように言う。 
 










ょ。なんの目的もない。そういうのはちょっと耐えられなかった（H 氏の父親  2017




















月に 100 万ほどの売上になり、そのなかで月に 15 万ほど自分の給料に配分していた。197



















いとこばっか行って。最高 1 人で 10 社ほどもったこともある（H 氏の父親 2016 年 9





















































はじめに注文主と長期にわたって取引関係を築いている量産工場 KU 製作所 KU 社長の
事例を確認した。KU 製作所が加工するナットは、安定して生産することが難しく最適な生
産方法を発見するために時間と労力のかかるものであり、注文主から嫌煙される仕事であ


















いう K 社長の技能を求める新たな注文主と関係を築いた。 



























































































の蓄積を確認することができ（e.g. Pfaffenberger 1992; Lemonnier 1992; Lemonnier (ed.) 
































に組み込まれている部品である。量産工場の設備は、例えば、第一章の 2 節 3 項で紹介し












（愛知県経済研究所編 1990: 90-93, 1996:35-37）。その結果、1990 年代以降に西三河地区
においては「単品モノ」の仕事が今までに比べて町工場に流れる傾向が高くなったと推測さ
れる。 
あらためて、前章の T 社の注文主を記載した図 2-13 を確認すると、工作機械、金型や治
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具のような設備関連の注文主が多く、また、T 社の 1 ケ月の間に受注した部品の一覧（表 3-











取引関係を結び、その中で 30 社ほどの工場を頻繁に利用している（M 総務部長 男性 50




そして、MK 社も、同様に設備を製作するために外注工場を利用し、その数は 60 社ほども
っており、部品の 7 割を依頼している。外注工場は、板金、製缶、電気屋、表面処理、研磨、
加工屋などであり、各業種の工場をそれぞれ 3～4 社もっており、ほとんどの工場は安城、
刈谷、知立にあり、10 人前後の工場だという（MK 社長 男性 40 代前半 2014 年 7 月 1
日）。 
また、（Ｂ）の注文主は、3 次層に位置するトヨタ関連の量産工場である。これらの量産
工場には、D 社と IS 工業があり、T 社は工場内で利用されている設備部品を受注している。
ここでは、T 社への注文量が多い D 社を紹介することで、具体的に、どのような背景のも
と、部品の注文が生じるのかを確認する。 






















そのため、D 社の担当者は、時間のかかる設備メーカーに依頼せず T 社に相談した。 
写真 3-2 加工後のクランピングダイ（裏側） 写真 3-1 加工後のクランピングダイ（表側） 
図 3-1 変更したクランピングダイ 2種類（段付きとテーパ） 
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H 氏は、実際に D 社の工場に行き、D 社の担当者とかしめ機の前で話し合ったという。
そして、既存のクランピングダイに対して新たに 2 種類の形をした部品をつくることにな
った。既存のクランピングダイは、真上から見ると、真ん中に穴の空いた丸いドーナツのよ
うな形をしている（写真 3-1,3-2）。H 氏と D 社の担当者は、話し合った結果、固定する箇
所がストレートで真直ぐになった形のため、しっかりと固定できずスリップしたのではな
いかと結論づけた。そのため、ストレート部分の形を変更した 2 種類の部品を製作するこ
とになった。1 つ目は、0.1mm の段がついたものである。2 つ目は、5°のテーパ（傾斜）
にしたものである（図 3-1）。H 氏は、この 2 種類の部品を製作し、どちらかの部品を使用
して、しっかりと固定できたほうを採用するように提案した。そして、D 社の担当者は、設
備メーカーから取り寄せた図面の余白に、2 種類の変更した形の部品を手書きで書いて、T































者が必要になり、そこに「技能者教育」の原点がある（山脇 1998: 30） 
 
デンソーは、工場で仕事をする技能系社員に対して、工業技術研修センターで、「デンソ
ー短期大学校」「職場 OJT」および働きながら必要な研修が受けられる「集合教育」の 3 つ
からなる高度技能研修を実施している。また、その過程で、優秀な人材は、技能五輪選手と
して選抜される。そして、1998 年までに全国大会の金メダリスト 73 人、国際大会の金メダ















































場合、T 社は、現在、H 氏と H 氏の父親と妻の 3 人で仕事をしており、人員が少なく自社
で各工場を組織し手配することが難しい状況にある。そのため、別の工場や商社がもつ手配
能力（＝ネットワークをもっていること）に頼ることで部品を完成させている。 
はじめに、（１）の事例として、T 社の注文主である NI 工業を紹介し（図 3-2）、次に
（２）の事例として、T 社が頼る NI 工業、O 鉄工所、N 特殊鋼、O 工具商のなかでも O 鉄









































3-2-1 NI 工業 F 専務の手配 
 まず、T 社の注文主である NI 工業を紹介する。NI 工業は、従業員 16 名からなる研磨を











う人員が 2 人、そして、現場には研磨を専門とする機械工が 12 名おり、研磨専用の研削盤




切削と熱処理、メッキの外注工場について、切削工場 8 社、熱処理工場 3 社、メッキ工場 2
社と取引関係をもっている 
ここでは、NI 工業の手配を担う F 専務（60 代前半 女性）の仕事を紹介する。手配の仕
事は、まず、注文主から送られる図面を確認することからはじまる。図面には、（１）材質、
（２）完成図（完成部品の形と寸法や公差、研磨記号や面粗度の記号）、（３）熱処理とメ





研磨の 3 つの工場を経て完成する（図 3-5）。F 専務は、材料を材料問屋（N 特殊鋼）で購
入し、切削を T 社に依頼し、熱処理を S 熱処理工業に依頼し、最後に自社で研磨して完成
させることを決定した。まず、なぜ、切削工場に T 社を選択したかを確認する。NI 工業は、
































引する切削工場のなかで、マシニングを持ち大物を加工できる工場が T 社であり、T 社に
依頼することを決めている。 
また、S 熱処理工業の選択は、図面に指示されている熱処理方法に基づいて工場を選び依















































ここでは、前者の「取り代」について、T 社 H 氏とどのように相談しているのかを確認
する。H 氏は、ヒズミについて以下のように述べている。 
 




ほしくないみたいだけど、まぁ、けどしょっちゅう話す（H 氏 2018 年 2 月 6 日）。 
 











成品を届けることができる日にちを連絡する。フランジは、10 月 9 日に注文があり、注文
主の希望は、10 月 20 日の納入であった。F 専務は、10 月 23 日の納入で回答している。F
専務は、各工場に納期を確認して、材料の購入で 2 日ほど、切削工場で 4 日～5 日ほど、熱











イスやって焼き入れて研磨して、1 ヶ月はないけど、ぱぁーってそれ 1 個だけ走って、






ぱり、10 日。こんなんだったら 10 日。工程があるとね、焼入の指示日、入る日と入






















もらえれば（笑）、走れるには走れるんだけど（H 氏 2017 年 10 月 19 日）。 
 
このように、後工程の工場に部品を配送する作業 1 つをとっても、人員の少ない T 社に
とっては労力のかかる仕事である。T 社は、リーマンショック以前は、人員に余力があり、
熱処理工場を含む各工場に部品を配送していたが、現在は、H 氏を含めた 3 人で仕事をし
ており、工場への配送を含めて各工場を組織する余力がない状況にある。 
そのため、T 社は先ほど紹介した NI 工業もしくは、O 鉄工所、N 特殊鋼、O 工具商の手
配能力であるネットワークに頼るかたちとなっている。本項では、O 鉄工所のネットワーク
を O 社長（40 代前半 男性）の聞き取りから紹介する。 
O 鉄工所は、従業員が 39 名（その内パート 28 名）の刈谷にある工場である。工場は、
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1976 年に O 社長の祖父が手動による小さなプレス機械（ハンドプレス）で、部品をプレス
する工場を開業したことではじまった。その後、市内の金型工場に勤めていた O 社長の父
親が、祖父の後を継ぎプレス部品の量産を継続させ、その一方で自分の経験した金型の製作
にも着手した。そして、2013 年に O 社長が会社を引き継ぎ、プレス部品の量産と金型製作
の仕事を受け継ぎ現在にいたる。T 社は O 鉄工所の金型のネットワークと関係するため、







る。また、O 鉄工所は、次工程の熱処理工場については工具鋼専用の真空熱処理工場 3 社と
取引関係があり、研磨工場については 3 社と取引関係がある。 









空熱処理を専門とする工場に依頼するが取引先は 1 社のみである。T 社は、日々の仕事で工
具鋼を扱う回数が多く真空熱処理工場についてよく知っている O 鉄工所に信頼を置いてい
る。事実、O 社長は、いかに短納期で処理してくれるかを最優先に考えて真空熱処理工場を
選択している。そして、真空熱処理工場 3 社への依頼を以下のように述べている。 
 




















分、納期が 1 日、2 日遅れる。そのため、依頼した部品が右から左に流れて納期がかかるこ
とを避けるために、できるだけ、依頼する鋼種を得意とし多く扱っている真空熱処理工場を
選択する。 
以上のように、H 氏は、工具鋼に関する O 鉄工所の情報に信頼をもっており、工具鋼を
使用する部品を製作する場合、後工程を O 鉄工所に依頼する。 
 
3-2-3  材料問屋の販売網に基づく手配 
また、T 社は、技術的な問題で加工することができない部品や工場が忙しく納期に間に合
わない場合、注文を断らず、N 特殊鋼や O 工具商のネットワークに頼る。N 特殊鋼や O 工






































本節は、T 社と熱処理を専門とする S 熱処理工業とメッキを専門とする D 産業の事例を






3-3-1 「丸モノ」を得意とする T 社 
T 社は、「単品モノ」の製作に関わる各工場や商社のなかで、「丸モノ」と呼ぶ旋盤加工
を得意とする工場として認識されている。本項は、先ほど紹介した O 鉄工所 O 社長が H 氏
に仕事を相談している場面を紹介することで、「単品モノ」を製作するネットワークのなか
で T 社がどのような役割を担っているのかを明らかにする。O 社長は、「うちは丸モノが
弱いから、T 社さんにお手伝いしてもらっている」と言うように、「丸モノ」を T 社に依頼
することはもとより、修正や不具合の問題も T 社に相談する。O 鉄工所と T 社は、車で 10
分ほどの距離にある。そのため O 社長は T 社に直接、加工途中の現物を持ち込んで、問題








とができる（H 氏 2016 年 8 月 5 日）。 
 
H 氏は、不測の事態が生じた場合、実際に電話や FAX でやり取りするよりも実際に相
手と会うと、細かいところまで話合うことができると述べる。具体的に、O 社長が H 氏に
不測の事態を相談している事例を紹介する。会話は、O 社長が H 氏に金型の中に組み込む
「丸モノ」関連の部品の 1 つが失敗し、修正できるかどうか相談し H 氏が依頼を断ってい






H 氏（メモで R と 0.3mm のストレートとテーパの線を描く）ここ（0.3mm のス
トレート部）をぼおと思っても・・」 








線部分とテーパ（斜め）部分で構成されており、その縁の 0.3mm の直線部分を 0.05mm ほ
ど削る依頼である（図 3-7）。問題は、幅の狭い 0.3mm の箇所であり、なおかつ、その部
分を 0.05mm だけ削る必要がある点である。そして、会話では H 氏がそのような O 社長の





























調整する方法でも削ることができないため、断っている。H 氏は、後に筆者が O 社長との
会話について、具体的に確認した際に、「旋盤屋の話だね」と述べており、NC 旋盤の機能
と実際にモノを削るときのズレに関する知識をもっているため、O 社長の相談に対応する
ことができた。O 社長は、そのような H 氏の NC 旋盤の知識を頼っており、このことで T
社との関係が形成されている。 
 
3-3-2 部品を敷き詰める技能――S 熱処理工業の事例  
S 熱処理工業は、熱処理のなかでも浸炭焼入れと呼ばれる技法を専門とする会社である。































































3-3-3 「もちつもたれつ」の関係――D 産業の事例 
D 産業は、刈谷にあり従業員が 7 名のメッキを専門とする工場であり、現在の会長が、ベ
ッドの土台の部分を製作する木工の仕事をしていた。その後、メッキの仕事に関心をもち、
1982 年に刈谷にメッキ工場を開業した。D 産業の現社長である IG 社長（40 代前半 男性）





錆にくくし、また、耐摩耗性を向上させるために使用する機能系60の 2 種類があり、D 産業
は後者の機能系をメインに営業している。 













が大事（IG 社長 2016 年 7 月 21 日）。 
 



















本節は、前節で紹介した材料を販売している N 特殊鋼の活動を紹介する。T 社は、完成














らなる（大和久 1978: 2-9; 植草・穴山 2003: 17-20）。しかし、このような生産過程には、
流通面に影響を与える 2 つの問題がある。1 つ目は、巨大な炉のなかで加熱と冷却を繰り返
して生産するため、科学的に温度や時間を一括管理し、品質を安定化させなければならない


















3-4-2  N 特殊鋼の役割 
次に、総合商社の後工程に位置する材料問屋を紹介する。材料問屋は、全国各地にあり、
地域に分散する工場に材料を販売している。具体的に T 社に材料を販売する N 特殊鋼を取
り上げる。N 特殊鋼は、従業員 26 人の会社で、西三河地区の 350 社ほどの町工場を対象に
材料を販売している。以下に本章 2 節で紹介した N 特殊鋼の N 社長と営業担当者 （20 代
後半 男性）へのインタビューから、西三河地区における N 特殊鋼の役割を確認する。 





















鋼種の材料を、使いきることができず余っ写真 3-4 材料の保管 

































                                                   





















次に T 社 H 氏がどのように材料を N 特殊鋼から購入しているかを確認する。N 特殊鋼
は、T 社から車で 10 分から 15 分ほどの場所にある。しかし、H 氏は、N 特殊鋼から材料
の供給サービスを受けつつも、材料庫をつくり材料を保管している。また、N 特殊鋼へ材料























程とか道具がある場合にはいっしょにすることもある（H 氏 2017 年 11 月 27 日）。 
 















































































































第四章 モノづくりの民族誌 1――仕事場をつくる 
 
本章は、T 社 H 氏と H 氏の父親の聞き取りから、部品を製作するために仕事場をどのよ
うにつくっているのかを明らかにする。 
「単品モノ」の従事する H 氏や H 氏の父親は、量産工場のように、あらかじめ仕様が細
部にまで決定した設備を配置し定型の作業をこなすというわけではなく、機械を「マイマシ

















ことを考察した研究がある（e.g. Dougherty and Keller 1982; Keller and Keller 1996; 


































本章は、具体的に T 社の開業した時期から現在にいたるまでの時期を 3 つにわけて、マク
ロな外部環境との関係のなかで、どのように仕事場が変容したのかを説明していきたい。 
1 節は、経営史の実績をもとに、明治から現在にいたるまで、機械金属工業に関わる小規
模工場向けにどのような機械が流通したかを概観する。2 節は、具体的に T 社の事例をとお
して、T 社が開業した 1971 年から現在にいたるまでの T 社の仕事場について、H 氏と父親













































                                                   
64 南千住機械製作所は、1903 年に創業した製紙機械を製作する会社であり、創業当時、従





























第 1 章と 2 章で紹介したように、愛知の小規模工場は、熱田区に建設された工廠のまわり
に、「西洋カジヤ」と呼ばれる鉄工所が勃興し、戦時期において南部と北部に広がり集積し、
戦後においては、自動車産業の発展とともに西三河地区にも広がり、とくに 1970 年代には
階層化が進み多くの 3 次・4 次層の小規模工場が開業することになった。 
戦後の愛知の小規模工場は、旋盤 1 台でなんでもこなす仕事場であり、戦時期の小規模
工場の仕事場と、その実態はほとんど変わることがなかった。逆に戦後のしばらくの間は、
















小機械工業の保有工作機械の主体をなす旋盤では 70％が 10 年以上の古物であること
が注目される。また町工場の典型的な姿としてひきあいに出されるベルト掛けが普通













を進めた（愛知県経済研究所編 1970: 28）。 
このような汎用旋盤を主体とした工場は、1980 年以降に小規模工場向けに NC 工作機械
が浸透することで変化した。NC 工作機械は、汎用工作機械に NC 装置を搭載し、コンピュ
ータで機械を動かし制御するという特徴をもっている。とくに NC 工作機械は、（１）1 人
で数台の機械を運転できる、（２）均質な加工を繰り返すことが可能になり不良率を低下さ
せること、（３）熟練工に依存していた作業が機械の指令により置き換わるなどの利点が強
調された（柏木 1980: 39）。 
そもそも、NC 工作機械は、1952 年に空軍の要請によりマサチューセッツ工科大学が従
                                                   
66 1952 年から 1956 年までに 8000 台を突破し、全国第一の交換実績を記録した（愛知県






でもアメリカとほぼ同時期に開発が進み（河邑 1995: 91-92）、1957 年に東京工業大学が
試作機を開発し、1958 年に牧野フライスが NC フライス盤を大阪国際見本市に展示し、同
年に日立精機が NC フライス盤を三菱重工業に納入し実用化した（柏木 1980: 37）。当初
は、航空機向けに開発されたため、市場の規模は小さく、小規模工場にはほとんど広がらな
かった。 
1970 年代に入り、NC 工作機械に搭載されている NC 装置（演算処理する部分）の小型
化と処理速度が向上し68。工作機械の動きを NC 装置で制御する誤差が少なくなった。また、
小型化に伴い量産が可能となり、新興の工作機械メーカーを中心に NC 工作機械の量産体
制が整備された。そして、1970 年代後半より、NC 工作機械の生産台数が増加し（表 4-1）、
1980 年代中ごろには、NC 工作機械の比率が汎用工作機械に比べて 8 割近くまで上昇し（表
4-2）、とくに小規模工場で多く使用された汎用旋盤の 3 分の 1 以上が NC 旋盤になった
（藤田 2008: 67）。 
このように急速に NC 工作機械が小規模工場に浸透した背景は 2 つある。1 つ目は、注文
                                                   
68 NC 工作機械の NC 装置は、1954 年から 1957 年までは真空管、1964 年まではトランジ
スタ・半導体素子、1965 年～1969 年までは IC（集積回路）、1970 年～1973 年までは大規
模集積回路（LSI）が使用され、1974 年にマイクロコンピュータが使用されるようになっ
た。そして、NC 工作機械は、NC 装置の小型化と演算処理能力の向上によって市場に流通
した（河邑 2000: 276-279）。 
表 4-1 NC 工作機械の生産台数と金額
（日本工作機械工業会編 1982 より筆
者作成） 








出せる NC 工作機械が求められるようになった。2 つ目は、工作機械メーカーが小規模工場
をターゲットにして販売を強化したことである（河邑 1995: 93-94）。工作機械メーカーは、
各地にショールームや展示会の開催、販売ルートの再編・整備、アフターサービス体制を確
立し（山崎鉄工所 60 年史編纂委員会編 1979: 169-172）、「NC スクール」や「マン・ツ





作機械が浸透するようになった（福井 1982: 26; 愛知県経済研究所編 1990: 93-94）。そし
て、NC 工作機械は、現在までに旋盤とマシンニングを中心に流通し、さらに金属を掘り込
んでいくワイヤーカットや、旋盤とマシニング双方の機能をもつ複合加工機のような異な
る機能をもつ新たな NC 工作機械も定着している。 
以上のように、1980 年代以降では、NC 工作機械の生産・販売体制の確立と、トヨタや
サプライヤーの品質要求の高まりによって、小規模工場に NC 工作機械が流通し使用され




4-2  T 社の仕事場の変遷（1971 年～現在） 
 
2 節は、T 社で仕事をする H 氏の父親と H 氏がどのように機械を導入し仕事場をつくっ
たのかについて、1971 年～1980 年、1980 年～2000 年、2000 年～現在にかけての 3 つの
時期に分けて紹介する。 
 
4-2-1 さまざまな仕事に対応する仕事場（1971 年～1980 年） 
T 社は、1971 年に H 氏の父親が 23 歳のときに、親戚の納屋を借りて開業し、25 歳のと
きに、現在の刈谷駅近くに工場を移した。 














た。現在において主流である NC 旋盤に比べても価格が安く、当時の大衆車 1 台の金額（100
万ほど）で購入できたという。その後、少し小さいサイズの汎用旋盤（五尺）を 2 台と大型




父親は、3 台の汎用旋盤（六尺 1 台と五尺 2 台）を「コの字」に並べて、機械に囲まれた







た（図 4-1 の b）。1970 年頃は、半田市や碧南市に造船関係の工場があり、そのような工
場から造船に使用する大物部品（T 社では、とくにパイプを連結するジョイントの加工の仕






















































4-2-2  「数モノ」の仕事場（1980 年～2000 年） 
1980 年代以降に、T 社の仕事場は汎用工作機械から NC 工作機械を中心とする仕事場へ
と変化していった（図 4-2）。 





ることができること、そして、なによりも NC 工作機械の目新しさに惹かれて、NC 工作機
械を購入した。当時の父親は、F1 に使用される部品を受注する機会もあり、またトヨタの






いう父親の性格も重なり、NC 工作機械をいじることに面白さを感じ、最新の NC 工作機械
を次から次へと購入した。 
父親は、1980 年、1984 年、1987 年、1989 年に、それぞれ同タイプの NC 旋盤を 1 台ず
つ購入した。そして、NC 旋盤だけでなく、1991 年、1992 年に、フライス盤とボール盤の
機能をもつマシニングを 1 台ずつ購入した。 
また、NC 工作機械の購入と並行して、従業員も雇用した。1986 年に A 氏が、1990 年




A ってやつと KA って若いやつなんだけど。2 人ともぜんぜん素人じゃんね。で、
その当時 A はとび職人やっとったものでぜんぜん仕事知らんじゃんね。そんで森精機




ね。ふたりとも、だもんでうちでおぼえた（父親 2016 年 9 月 13 日）。 
 
父親は、A 氏と KA 氏を雇用した理由について、単純に「楽したかったから」と述べてお
り、当時、NC 工作機械の導入によって生産量が増加し、少しでも機械を稼働し続けるため
に、経歴に関係なく、人を雇用する必要があった。そのような雇用方法は、正式に募集する




体を管理する仕事も担うようになった。そして、T 社の売上は、1997 年に、1980 年当時に

















父親は、それらの部品を製作するために、2 台の NC 旋盤と 2 台のボール盤（穴あけ専用の
機械）を配置した（図 4-2 の a）。また、バルブは、「丸モノ」をベースに「角モノ」が組
み合わさった形状の部品であり、NC 旋盤 2 台とマシニングセンタ 2 台を使用して製作し
た（図 4-2 の b）。 
また、父親は、NC 工作機械だけでなく、汎用工作機械も継続して配置し使用した。1970
年代に購入した汎用旋盤 3 台とフライス盤 1 台は、老朽化したため、1993 年～1995 年に
































4-2-3 「単品モノ」の仕事場（2000 年～現在） 
T 社は、2000 年以降に、「数モノ」の仕事から「単品モノ」の仕事へ絞っていった。現
在ではほとんど「単品モノ」に特化した仕事をしている。「単品モノ」は、第一章 4 節や第




はじめに父親の息子 H 氏がどのような経歴を経て T 社に入社したか確認していきたい。
H 氏は、1996 年に T 社に入社した。H 氏は、高校を卒業後、父親に大学へ進学することを



















































                                                   
69  2000 年以降、T 社の従業員の構成は、以下のように変化した。2006 年に、H 氏の妻で
ある K 氏が入社した。2007 年に H 氏の祖父が亡くなった。祖父は、生涯現役であったと
いう。その後、2008 年のリーマンショックの影響で、従業員 A 氏と KA 氏が退職し、中堅
規模の会社に転職した。2009 年には、リーマンショックの影響で工場を畳んだ N 氏が、機
械と道具一式を持ち込んで、T 社の工場の片隅で仕事をすることになった。N 氏は、祖父と
同様に職人気質の強い機械工であり、汎用旋盤を使用していた。しかし、2015 年に N 氏は
亡くなった。現在の T 社の従業員は、H 氏（社長）と H 氏の妻である K 氏、H 氏の父親の











まず、「数モノ」が多かった 1997 年頃の T 社の仕事場がどのような状況であったか、















いそうですよね、機械を止めないように（H 氏 2018 年 2 月 6 日）。 
 





























しても理解があるんで、そのへん打ち合わせとかしながらやっていた（H 氏 2018 年






















した（H 氏  2019 年 12 月 12 日）。 
 
 H 氏は、以前に勤めていた工場で、仕事場をきれいにする取り組みを徹底的に叩きこま
れていた。そのような H 氏の経験が仕事場のレイアウトの変更を可能にしたといえよう。 
H 氏は、2000 年以降、「単品モノ」の製作依頼を受けることが多くなり、頻繁にレイア
ウトを変えるようになった（図 4-3）。具体的に、H 氏は、2006 年、2017 年に複合旋盤、












4-3  H 氏の機械と道具 
 
本節は、現在において H 氏が部品を製作するときに、どのように機械や道具を選択し使





4-3-1  新旧の機械の選択 
2000 年以降に T 社は、NC 旋盤の 1 種である複合旋盤 2 台（以下 NC 旋盤と記載）と汎

















H 氏：いや、コンマイチでも 100 分の 1 でもそうなんだけど、基本目盛りを動かすと、
その分、機械が動く、精密にできてるんでね、NC 旋盤でも汎用旋盤でも 100 分の 1











このぐらいだと 100 分の 1 ぐらい削れるんじゃないかっちゅう（T 社 H 氏 2017 年






























NC 装置に X100、Y100 と入力すると、
工具が X 軸に 100mm、Y 軸に 100mm
動く。その動きは、1 ミクロン単位
（0.001mm）を 1 パルスで制御するよ









きかった（沢井 2013: 398）。 
ただし、あくまで機械の設計の話であり、実際に金属を加工する過程において、機械は、
プログラムどおりに制御することができなくなることがある。前章で紹介した O 鉄工所 O
社長が H 氏に依頼した金型部品を「少しだけ削る」事例では、このことを如実に示してい








い」と述べており、また、H 氏は NC 旋盤について、汎用旋盤と比べると「思いどおりにな
らない」「いらいらする」と述べており、汎用旋盤よりも、機械の剛性が上がり限りなくプ






絞り部品は、金型部品と同様に O 鉄工所から注文を受けた部品で、注文個数は 2025 個
であり、T 社にとってかなり量が多かった。O 鉄工所に別の注文主から依頼があり、O 鉄工
所はその依頼を T 社にまわした。依頼の内容は、絞りの作業に失敗し、部品のふちの部分




（図 4-4,4-5）。具体的には 77mm に広がった「ひだ」を 55mm に切断する内容である。注
文主の工場では、失敗した部品を修正する設備や人員の余力がなかったため、O 鉄工所を介
して T 社に依頼があった。H 氏は、「忙しくなると、中途半端なものをやらせようとするん





その表面の厚みは、0.63mm と非常に薄い。そのような薄い箇所を、切断するために NC 旋
盤で固定すると、機械の力で変形してつぶれてしまう可能性があった。以下は、引き合いが
あったときに、H 氏が絞り部品の淵に発生した「ひだ」をどのように切断するか、H 氏の父
親と話し合い検討している場面の一部である（2016 年 7 月 23 日）。 
 






H 氏の父親「（苦笑しながら）何 mm？」 
 
H 氏「77ｍｍをたしか、50 何ｍｍにすると思うんだけど」 
 































































の公差の範囲内に仕上がっているかどうか確認する測定具の 3 つがある。そして H 氏は、
これらの道具をすぐに使用するもの以外は専用の道具棚に保管している。 
専用の道具棚は主に 3 つあり、便宜上（a）（b）（c）とする。道具棚（a）は、18 の引
き出しがあり、工具であるドリルやチップが購入時のケースに入った状態で保管されてい
る（写真 4-4）。ドリルは 1 ケースに 1 つ入っているが、チップは 1 ケースに 10 個入って
いる。ケースには、型式や材質が記載されているため、この情報とチップやドリルの形を見
ながら必要なものを選択する。また、道具棚（b）は、治具である爪が専用に保管されてお










うに NC 旋盤の前に作業台をつくった。作業台は、普段、H 氏が立ち仕事をしているまわ
りに配置されており、機械に必要な道具を取り付け、加工対象物の機械の脱着などの作業が
しやすいように必要な道具類が置かれている。ここでは、各作業台を便宜上、作業台 A、B、
C と材料置き a、b とし（写真 4-7）、それぞれにどのような道具が置かれているかを、10
日間の調査（2018 年 5 月 24 日～5 月 15 日のうち 10 日間）のなかで得たデータをもとに
紹介する。 
写真 4-5道具棚 b 


























写真 4-8 作業台Ａ 









作業台 B と材料置き b 




写真 4-9 作業台Ｂと材料置き b 
表 4-4 作業台Ｂと材料置き bに置かれていた道具 
134 
 
台 B に置かれている。材料置き b は、最近、新たにつくられた作業台であり、材料や加工
対象物を置く場所になっている。材料や加工対象物を床にべた置きすると、持ち上げて機械
写真 4-10 作業台Ｃ 

















写真 4-11 材料置き a 





































































りをつけざるをえない T 社の事情があった。一方で、1990 年以降に、トヨタのグローバル
展開に伴い設備の準備拠点になったこと、また開発拠点を愛知に集約したことによる「単品
モノ」の需要の高まりも背景にあった。 















以上のように、本章では 1971 年～1980 年、1980 年～2000 年、2000 年から現在にいた
るまでの T 社の仕事場の変化を中心に紹介した。T 社の仕事場は、1970 年代に階層化が深




























第五章 モノづくりの民族誌 2――部品をつくる 
 
















Pfaffenberger 1992;  Lemonnier 1992; 後藤  1997, 2011, 2012; Coupaye 2009; 金子 
2011; 大西 2012, 2014）、近代的な生産活動の現場を捉えるうえでも有効的な手段であると












                                                   
71 設計や設計者の実践に関する研究は、近年の文化人類学で、デザインに着目した研究の







は、図面がどのように機械工業全体に定着したかを概観する。そして、第 2 節は、H 氏の部




































ていたほどであった（田中・内丸 1906: 19）。 
73 清家は、戦時期に職工として工場で働き、その後、当時の徒弟制や手仕上げを批判し、機
械工の養成所の運営に積極的に関わり、「図面による仕事」をすべき新たな機械工の育成に

































み立てる「現合合わせ」という熟練作業を専門としており（e.g. ブッカー 1967(1963): 194; 






















































た ISO75によってすすめられ（佐藤編 1981: 72）、国内でも政府が JIS76の規格化に着手し、
ISO に代表を送って討論に参加した（福永 1977: 5）77。規格は、図面の書き方や、記号法、
略字法などばかりではなく、図面の様式、図番のつけ方、改訂の仕方、部品表のまとめ方な
どであり（ibid., 5）、各工場が情報を共有し伝達できるように、図面の書式や記載するべき















                                                   




（PROENGINEER 基礎教育プロジェクト編 2007）。 
76 JIS は、Japanese Industrial Standards の略で、「日本工業規格」のことである。 
77 そもそも、国内の製図に関する規格化のはじまりは、1930 年に制定された JES 第 119
号であった。日本標準規格である JES は、一般的な工業規格ではなく、「政府が製品を購入
したり、製作したりするときの規格」という性格があり（佐藤編 1984: 1）、限定的なもの
であった。現在の国内の規格である JIS は、1949 年に制定され、政府の規格である JES 規

























専門とする検査部をつくり、検査部が品質を保証していた。しかし、1961 年に TQC を導
入し「品質は工程でつくりこむ」という考え方を定着させた（トヨタ自動車工業株式会社社
史編集委員会編 1967: 506, 509）。その結果、各工程の人員が品質を保証する必要が生じ、
各人員による測定が重要視されるようになった（日本精密測定機器工業会創立 50 周年記念







ようになった（ibid., 26）。さらには、小規模工場への NC 工作機械の普及もあり、注文主

















写真 5-1 T社 H氏の作業台にあるマイクロメータとノギス 




























































能士の友編集部編 1970: 77） 
 
写真 5-3 パス（外径用）（技能士の友
編集部編 1970: 70） 
 
写真 5-5 パスをスケールに当て寸法を確認する 

















の友編集部編 1970: 13） 
写真 5-6 マイクロメータによる測
定（技能士の友編集部編 1970: 13） 

















友編集部編 1970: 13） 
図 5-1 マイクロメータの狂いの指標。スリーブとシンブルの線がぴったりと合
























場・工程の作業者 1 人 1 人が自律的に品質に責任をもち図面どおりに部品を完成させるこ
とで、組立段階における不具合によるロスをなくす意味で重要なものとなった。同時に「単
品モノ」の町工場にとっては、図面どおりに部品を製作することが腕のみせどころとなった。
以下の 2 節と 3 節でその点を明らかにしていきたい。 
 
5-2 H 氏の金属切削加工 
 











た円筒状の部品と穴が空いていない部品が 2 種類描かれており、それぞれの製作個数が 3














































5-2-2  図面から「段取り」へ 
NC 旋盤に図面を貼り付けると、H 氏は加工準備にはいる。その内容は（１）材料と道具





















爪は、加工する材料や対象物を NC 旋盤に固定するときに使用する道具である（写真 5-
12, 13）。工具とは異なり、規格化されておらず、原型である生爪を購入し、その生爪を削
って形にして使用する。爪は、できるだけ、固定する部品の大小の大きさと爪の形を合わせ
                                                   


















写真 5-11 T社の材料庫 
 
写真 5-12 さまざまな形をした爪 
 





写真 5-15 外径（左）とつばの内径（右）の加工経路プログラムのメモ 
 









 具体的に、部品 B の事例をとおして、加工経路の設定を確認していきたい。部品 B は穴
が空いた立方体と円弧のつばの 2つの形が組み合わさった部品である（写真 5-14, 図 5-2）。
H 氏は、注文主の加工方法よりも安くできることを提案し部品 B の注文を受けた81。その
ため、時間を短縮するべく立方体と円弧のつばを 1 工程で加工できるようにメモ（写真 5-
15）をとりながら綿密に加工経路を考えた。 
 メモには、部品 B を真上からみた手書きの図が書かれている。メモをみると、立方体の
外側を削る経路（写真 5-15 右）とつばの内側を削る経路（写真 5-15 左）の 2 つがある。経
路の座標点は、＋で記されており、そのとなりに X 軸と Y 軸の座標値が記してある。立方
体の外側を削る経路は、6 点の座標値で結んでおり、つばの内側を削る経路は、赤字の座標
値と青字の座標値が記されている。赤字で記した座標値は荒加工であり、青字で記した座標



















                                                   
81 注文主は、部品 B を、径内部の穴部とつばを加工するマシニングセンタ、外側の四角形
状の土台を切断する放電加工機の 2 台を使用して加工していた。H 氏は「うちだったら NC
















例えば、部品 A の場合（2017 年 4 月 7 日 H 氏の製作事例）、3 工程目のキー溝の加工と検
査がネックとなった。部品 A は、知り合いの製罐屋からの注文であり、注文個数は 10 個で
あった。製罐屋は、溝を削る加工屋がどこにもなく T 社へ声をかけた。T 社は、材料から 1
工程目で表面の黒皮を加工し、2 工程目で表面を仕上げ、3 工程目でキー溝を加工する 3 工
程で完成させた（図 5-3）。3 工程目のキー溝の検査は、曲がっている箇所であるため、マ
イクロメータではきっちりと測定することができなかった。キー溝は、図面上、寸法が 6mm


















































図 5-4 部品 S の製
作工程① 





で H 氏を悩ましたが、その理由には部品 S の形や状態があった。部品 S は、円柱形状の形
をした材料を削り、ペンシルのような先端の尖った形（テーパと呼ぶ先細りした形。以降テ
ーパと記述する）にする。H 氏は、そのような形にするために、工程を 3 工程に分けた。1
工程目は、長さ 280mm×直径 66mmの材料から 2工程目で固定部を製作する工程である。
そして、2 工程目で、具体的にテーパ A とストレート部の形を削り、3 工程目でテーパ B を
削り完成にいたる（図 5-4, 5-5）。以下に部品 S の形や状態がどのように問題として生じた
のかそれぞれの製作工程を詳細に分析することで明らかにする。 





次に 2 工程目を確認する。2 工程目は、1 工程目で「捨て加工」した平らになった部分を
固定し、ストレート部とテーパ A を加工する工程である（写真 5-18）。とくに、ストレート
部とテーパ A は、別の工場で製作される部品と接合する箇所であるため、公差が厳しい（±
0.025）。しかし、ストレート部とテーパ A の加工は、1 工程目で「捨て加工」しており、な
おかつ、部品の形状が長いため、ぶれずに固定できるようにセンタと呼ばれる治具で反対側
から支えて公差をクリアした。 




まず、加工したテーパ A の表面全体に光明丹を塗り、検査治具をかぶせて、2～3 回まわ
し、その後、検査治具を取り外して、テーパ A の表面についている光明丹の状態をみて判









   
写真 5-19検査治具と光明丹 
 
写真 5-18 第 2工程が終了した部品 S 
 





写真 5-21 完成した部品 S 
 













を見ながら）このテーパ（2 工程目で加工したテーパ A のこと）をどうクリアするか
なんだよ。そのために、この治具をつくったんだ。これは、同業者からもよく考えた
ねといわれたよ（H 氏 2012 年 3 月 16 日）。 
  





補助具であり、その使用方法は部品 S を専用治具にかぶせて、その状態で NC 旋盤のペダ
ルを踏んで固定する。そのときに、専用治具の面と NC 旋盤の爪上部の面を均等に当てる





3 工程目は、テーパ A を固定するときに、まっすぐに固定するように位置が決まる専用
の治具を新しく製作し、さらに使用するときに「しっくりくる」感覚を動員することで成立
するものであった。 











































H 氏は、白い濁りを修正するために、2 つの方法を考えた。1 つ目は、白く濁った部分を
やすりで削って修正する方法である。その場合、凹凸が浅ければ修正可能だろうと考えた。
もう 1 つは、凹凸が深く、やすりで修正できない場合に、原因の 1 つである機械からの振
写真 5-23 表面の凹凸の数値 











そこで、H 氏は、白く濁るという状態を数値化するために、車で 5 分ほどの距離にある
NI 工業に測定をお願いすることにした。NI 工業には、父親が向かった。NI 工業は、第 3
章で紹介した研磨を専門とする工場で検査設備が T 社より充実している。父親は、白く濁
















具合の原因の 1 つ（切粉もからんでくる）を断片的にではあるが、伝えた。一方、NI 工業
の従業員は、あいづちを打ちながら、不具合のチューブを「表面粗さ測定機」にセットして、































の日、筆者は 13 時頃に T 社に入り、H 氏の作業のようすを見ていた。工場内には H 氏の




















ka と 13mm の kb の 2 種類ある。
また h も同様に、中空部の直径の
異なる 10mm の ha と 8mm の hb


























図 5-8 試作部品 






り加工されているかマイクロメータを使用し、加工した外径（20mm の箇所）を 2 箇所、
長手寸法（48mm の箇所）を 2 箇所、内径（10mm の箇所）を 2 箇所、測定し確認した。 






4 ヶ所にあてて角張りを除去し丸くした。そして、H 氏は、機械を止めて試作部品 ka を取
り外して、サイズの異なる別のコレットを使用し、同じ要領で反対側の角張った 2 ヶ所の
角張りを除去し、試作部品 ka が完成した。 
その後、H 氏は残りの 3 種類の試作部品である kb・ha・hb を同じ要領で順々に加工し




























































































2 節と 3 節は、H 氏の「単品モノ」の製作について、具体的な事例を踏まえながら分析し
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